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税のみを用いた場合の課税単位の選択基準は，Cremer et al. (2007)のよう
に市場での生産性（賃金率）の分布状況だけでなく，夫婦間での家庭内の生
（5） 例えば Diamond (1998)，Saez (2001) 参照。Diamond (1998) は，（消費に関して線形の）
準線形の効用関数を想定し，能力分布において高生産性の人々がパレート分布に従う場合，低所
得層と高所得層の限界税率が高い，U 字型の限界税率構造をもった所得税が望ましいことを示し
た。さらに，Saez (2001) は，米国所得データを用いて，7 万 5 千ドルまでの所得層に対して税
率が逓減し，それ以上では逓増するような U 字型の税率構造が望ましいことを示している。
（6） 本稿や Schroyen (2003)，Brett (2007)，Cremer et al. (2007) などの世帯に対する課税の












































本稿で考える家計は，2人の個人 i ∈ {1, 2}から構成され，各個人は家計内
で協調的に行動する。各個人は，市場での財生産に関する生産性，wと家庭
内での生産性，aにより特徴づけられる。家計 hの個人 1の特性は (wh1 , a
h
1 )，
個人 2 の特性は (wh2 , ah2 )で表わされる。これら個人の特性に関する情報は
私的情報であり，政府にとって観察可能ではない。各家計はH タイプ存在し










u = u(x, g) (1)
（7） Becker (1965) のモデルでは，家計の効用はすべて家庭内生産財から生じる。Balestrino et
al. (2003) は，本稿と同様に，家庭が家庭内生産財だけではなく，市場財の直接消費からも効用
を得るように Becker モデルを修正している。本稿と Balestrino et al. (2003) の違いは，本稿
では世帯が 2 人から構成される点である。
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により表わされる。ここで，xは家計の市場財の消費であり，gは家庭内生産









g = g(z, t1, t2;a) (2)
により生産される。ここで zは市場で購入される投入財であり，ti, (i = 1, 2)
は家庭内生産への個人 iの時間拠出，a = (a1, a2)は各個人の家庭内の生産
性を表すベクトルである。関数 g は各変数に関して増加関数で，z に関して
は強凹関数であると仮定する。
各個人は，自身の時間賦存量を市場での労働供給，li と家庭への時間拠出，







家計 hの個人 1と 2の賃金率とする。
各個人の課税前所得，Yi は賃金率と市場での労働供給量の積，Yi = wili











と z 財間で税率を差別化することは可能である。ここでは，基準化として x
財への物品税をゼロ，z財への物品税を τ と設定する。したがって，xと zの
課税後（消費者）価格はそれぞれ 1と p ≡ 1 + τ で表わされる。
家計内では所得のプーリングが行われるので，Yˆ = Y1 + Y2 を家計の課税
前所得とする。このとき，家計の予算制約は以下のように書くことができる；
x + pz = Yˆ − T (Y1, Y2) ≡ B (3)




段階では，家計 hはその課税前所得—課税後所得ペア (Y h, Bh)を与件として，
























wh,ah) と間接効用関数，vh = v(Y h1 , Y h2 , Bh, p;wh,ah) を得る。ここで



















（9） 同様の方法は，Edwards-Keen-Tuomala (1994)，Balestrino-Cigno-Pettini (2003) や
Boadway-Pestieau (2003) などでも行われている。
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位課税 (individual taxation)方式，(ii)世帯単位課税 (joint taxation)方式，















T (Y1, Y2) = T˜ (Y1 + Y2) (5)
に対応し，課税単位を “個人”とする個人単位課税方式または選択的課税方式
の場合が，














所得税が T (Y1, Y2)で与えられるとき，家計 hの最適化問題の第 1段階は，
より高い間接効用，vを得るような課税前所得—課税後所得ペア (Y h, Bh)を
選択することであり，
max
{Y h1 ,Y h2 }




s.t. Bh = Y h1 + Y
h
2 − T (Y h1 , Y h2 )　 (9)





1− ∂T (Y h1 ,Y h2 )
∂Y h1
1− ∂T (Y h1 ,Y h2 )
∂Y h2
(10)































πh(Y h1 + Y
h
2 −Bh + (p− 1)zh) ≥ R (11)
であり，Rは外生的に与えられる歳入制約である。もう 1つは，各家計が真
の選好を顕示するように置かれる自己選択制約，
vh ≥ vhj ∀h, j (12)
であり，ここで，vh = v(Y h1 , Y
h
2 , B






















s.t. (11)式と (12)式 (14)






のは，家計の最適化問題の第 1段階から求めた (10)式より，MRShY1,Y2 = 1
となる場合であった。これが政府の最適化行動により，どのような影響を受
けるかを検証していこう。













































（12） 政府が所得税のみを用いる場合 (p = 1)，家計 h の最適化問題の第 1 段階により得ら
れる通常の需要関数と間接効用関数は，それぞれ zh = z(Y h1 , Y
h
2 , B
h;wh,ah) と vh =
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(2) セカンド・ベストの配分が T (Y h1 , Y
h





るための必要十分条件は，すべての家計 hに対して，MRShY1,Y2 = 1
を満たして (17)式が等号で成立することである（14）。







の観点から説明できる。ある 2つの家計 hと j に対して，ある所与の課税前
所得のペア，Y h1 , Y
h
2 の下で，θ




状況を考えよう。すなわち，これは自己選択制約 jhが有効で，Y h1 , Y
h
2 点に
おいて，真の家計 hよりも hを模倣する家計 j（mimicker jh）の方が Y1の
Y2 に対するMRS の傾き（の絶対値）が大きいことを意味する。このとき，
（13） mimic すること自体が不可能なため，MRSjh が定義できない場合が考えられる。しかし，






















∣∣∣MRSjhY1,Y2 > ∑j =h θjh
∣∣∣∂vjh∂Y h2
∣∣∣MRShY1,Y2），







効となる (θjh > 0)，すべての模倣家計 jのMRSjhとMRShの比率と 1の
差の加重和がゼロとなる，または (ii) すべての模倣家計 jについて，θjh = 0
となること，のどちらかを満たす必要がある。例えば，(i)が満たされるため
の十分条件は，θjh > 0となるすべての家計にとって，家計 hの課税前所得





= MRShY1,Y2 = 1 となる場合である。
しかし，(ii)の全ての hについて θjh = 0を満たす（すなわち，どの自己選択
制約も有効でない）のは，セカンド・ベストの状況では当てはまらない（16）。
（15） 特に十分条件となる点については補論 A.4 節参照。
（16） 本稿のような Multi-dimensional screening の文脈で有効となる自己選択制約については，
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命題 1 の（2）は一般的な条件であり，より明快な性質を得るためには，
Cremer et al. (2007)と同様，関数の形状を特定化する必要があろう。ここ
では，家庭内生産で夫婦間の効率時間拠出に完全代替性があると仮定し，さ
らに効用関数と家庭内の生産関数が，



































Cremer et al. (2007)は，効用関数を余暇に関して等弾力的と想定し（19），










（18） 特殊ケースとしては，夫婦間の各個人で賃金率と家庭内の生産性が等しい場合 (whi = a
h









が一致する必要があり，後者はすべての家計で夫婦間の特性が等しい perfect assortative mating
となる場合である。しかし，実際には夫婦間の賃金率が異なる家計も存在するはずであり，すべ
ての家計で夫婦間の特性が等しいことはありそうにない。












































































zh − zjh] (21)
となる（補論 A.2 節の導出参照）。ここで，S ≡ ∑h πh ∂z¯h∂p < 0 は，経済










zh − zjh] < 0ならば，hを模倣する家計 j は真の hより全体として z財を
多く購入していることになる。この時，z 財への課税は，真の家計よりも模
倣家計にとって損害が大きく，関連する自己選択制約の緩和に役立つことに































(2) セカンド・ベストの配分が T (Y h1 , Y h2 ) = T˜ (Y h1 + Y h2 )により達成され
























正当化できる。例えば，ある 2つの家計 hと j に対して，ある所与の課税前
所得のペア，Y h1 , Y
h
2 の下で，θ




を考える。これは前節同様，家計 hは家計 j よりも個人 1の市場での労働供
給に比較優位を持つことを意味する。このとき，(22)式第 1項は正である。








< 0 のとき，Y h1 の











計 j にとって，家計 hへの模倣の魅力を低下させるためには，直接的な効果






u(x, g) = φ(x) + g(z, t ;a) (23)
のように xと gについては分離可能であるが，家庭内生産の生産関数につい
333
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を満たすことがありうるだろうか。ある 2つの家計 h, j のみが存在する状況
を考え，家計 hの特性が (whi = wH , ∀i; ah1 = aH , ah2 = aL)，家計 j の特性
が (wji = wL, a
j

















家計 hの特性が (whi = wL, ∀i; ah1 = aL, ah2 = aH)，家計 j の特性が (wji =












































∂t > 0 の下で，z
h − zjh > 0 が





























i = aH , ∀i)であるとしよう。このとき，MRSjhY1,Y2 > MRShY1,Y2 であ








































（24） これは，(22) 式が等号で満たされるときにMRShY1,Y2 = 1 と置き，τ について解くことで
導かれる。
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本稿では Atkinson-Stiglitz (1976) と異なり，余暇を明示的に扱ってい
ないが，家庭内の時間拠出，t を余暇の代わりに用いて，効用関数が市場
財，x と家庭内生産財，g に関して，家庭内の生産関数が t と z に関し
て，それぞれ弱分離可能であると仮定しよう。このとき，効用関数は u =













最初に最適物品税に注目すると，Balestrino et al. (2003)や Boadway-
Pestieau (2003) が示すように，家計間で家庭内の生産性も異質な場合，
Atkinson-Stiglitz (1976)の結果とは異なり，差別的物品税が望ましくなり
うる。これは，最適物品税である (21)式において， ∂z∂a = 0 を前提として，
各家計で家庭内の生産性が異なれば，模倣家計と真の家計の需要量が異なり，
zh = zjh となりうるためである。
しかし，興味深いことに，効用関数が弱分離可能であれば，たとえ差別的





















































































制約に対する乗数を η，自己選択制約に対する乗数を θhj とすると，政府問
（26） 厚生労働省『平成 19 年度被保護者全国一斉調査』参照。
（27） unitary approach の問題点と collective approach による分析は，Vermeulen (2002) を
参照。
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題のラグランジュアンは，
Λ1 = W（v1, . . . , vH) + η
[∑
h
πh(Y h1 + Y
h







vh − vhj] (A.1)











































































































































である。Ah ≡ γh ∂vh
∂Y h2











































1− ∂T (Y h1 ,Y h2 )
∂Y h1
) / (




1− ∂T (Y h1 ,Y h2 )
∂Y h1






















1− ∂T (Y h1 ,Y h2 )
∂Y h1
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である。これは，本論 (20) 式である。また (A.7) 式の右辺は，(A.2) 式の





次に最適物品税を導出する。前節の B に関する 1階条件，(A.3)式の両辺














































































zh − zjh] . (A.15)
この (A.15)式が最適物品税である。なお，(A.13)式から (A.14)式への展開








A.4 命題 1（2）と命題 2（2）について
命題 1（2）と命題 2（2）は，セカンド・ベストの配分が T (Y h1 , Y
h
2 ) =





セカンド・ベストの配分が世帯単位課税，T (Y h1 , Y h2 ) = T˜ (Y h1 +Y h2 )で達成
されることは，すべてのセカンド・ベストの配分 (Y h1 , Y
h








等しければ所得税額も等しい（T˜ h(Y h1 +Y
h
2 ) = T˜
j(Y j1 +Y
j





Y j1 + Y
j








家計 hはセカンド・ベストの配分でMRShY1,Y2 = 1となるとしよう。家計
hにとって Y1 を 1単位増加させたときに Y2 を同じく 1単位減少させても無




dT (Y h1 , Yˆ











世帯 jのセカンド・ベストの配分もMRSjY1,Y2 = 1を満たし，世帯hと同一
343
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の合算所得を稼ぐが，個人 1の所得が dY だけ多く，個人 2の所得が dY だけ
少ない状況を考える。さらに，背理法を用いるため T (Y h1 , Y
h
2 ) = T (Y j1 , Y j2 )





この時，家計 hは，個人 1の所得を dY だけ増加させ，個人 2の所得を dY
だけ減少させることで，家計 j の所得配分と同一になり，家計 hの税額は減
少させることができる。逆に家計 j にとっても個人 1の所得を dY だけ減少
させ，個人 2の所得を dY だけ増加させると税額は増加することになる。
しかし，これは家計 h（同じく j）の合算所得が変化しなければ家計 h（同
じく j）の税額も変化しないという限界税率の均等条件に矛盾する。また，合
算所得を変化させずに家計の各個人の所得配分を変化させることで，より高
い効用を得るように家計 hは家計 j を模倣できるので，家計 hの当初配分は
セカンド・ベストの配分とはならない。したがって，すべての家計 hにとっ






























考える (ah1 = a
h
2 , ∀h)。これは，Atkinson-Stiglitz (1976)等の家庭内生産を
考慮しない状況と同様であり，zh = zjh, ∀h, j となるので，(A.18)式の［］
括弧内はゼロとなり，差別的な物品税は不要となる。
次に，各家計で家庭内の生産性が異なり，生産性によって z 財の需要量が






















τ∗  0 (A.19)
において τ∗ = 0である。ただし，弱分離可能な効用関数では， ∂z∂ti = 0, (i =
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